
入札説明書等の主な変更箇所一覧

入札説明書

No
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)

1 1 1

１ 入札説明書の定義 

この入札説明書は、愛知県（以下「県」という。）が「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号、以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、平成

30 年 6 月 19 日に特定事業として選定した「愛知県営鳴海住宅ＰＦＩ方式整備事業」（以下「本事

業」という。）を実施する特定事業者を募集及び選定するにあたり、入札参加を希望する者を対象

に交付するものです。 

１ 入札説明書の定義 

この入札説明書は、愛知県（以下「県」という。）が「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号、以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、平成

30 年 6 月 19 日（平成 30 年 10 月 12 日付けで一部変更）に特定事業として選定した「愛知県営鳴

海住宅ＰＦＩ方式整備事業」（以下「本事業」という。）を実施する特定事業者を募集及び選定する

にあたり、入札参加を希望する者を対象に交付するものです。 

2 3 2 (1) オ (エ)   
（エ）予定事業価格 

金１，６６４，９７４，３２０円 

（エ）予定事業価格 

金１，７６３，０３７，２４０円

3 3 2 (1) カ (ア)   
（ア）事業契約の締結 

平成 30 年 12 月 

（ア）事業契約の締結 

平成 31 年３月

4 3 2 (1) カ (イ)   

（イ）事業期間等 

本事業のうち、既存住棟等の解体撤去、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡しが完了するま

での期間は、平成 30 年 12 月から平成 33 年６月までの２年６ヶ月間とします。 

（イ）事業期間等 

本事業のうち、既存住棟等の解体撤去、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡しが完了するま

での期間は、平成 31 年３月から平成 34年１月までとします。 

5 5 3 (2)

（２）選定の手順及びスケジュール 

 選定にあたっての手順及びスケジュールは次のとおりです。 

スケジュール（予定） 内容 

平成３０年６月２１日 

平成３０年６月２１日～７月９日 

平成３０年７月６日 

平成３０年７月２３日 

平成３０年７月２３日～２７日 

平成３０年９月１３日 

平成３０年１０月 

平成３０年１２月 

入札公告、入札説明書等の公表 

入札説明書等に関する質問の受付 

現地説明会 

入札説明書等に関する質問回答の公表

参加書類の受付 

入札書類の受付 

落札者の決定及び公表 

特定事業者との特定事業仮契約の締結

特定事業者との特定事業契約の締結

（２）選定の手順及びスケジュール 

 選定にあたっての手順及びスケジュールは次のとおりです。 

スケジュール（予定） 内容 

平成 30 年 10 月 15 日 

平成 30 年 10 月 15 日～10 月 31 日

平成 30 年 10 月 23 日 

平成 30 年 11 月７日 

平成 30 年 10 月 15 日～11 月 14 日

平成 30 年 12 月 14 日 

平成 31 年１月 

平成 31 年３月

入札公告、入札説明書等の公表 

入札説明書等に関する質問の受付 

現地説明会 

入札説明書等に関する質問回答の公表

参加書類の受付 

入札書類の受付 

落札者の決定及び公表 

特定事業者との特定事業仮契約の締結

特定事業者との特定事業契約の締結

6 6 3 (3) ウ    

ウ 現地説明会 

以下のとおり、現地説明会を開催します。 

なお、現地説明会への出席は応募の必須要件でありませんが、応募を希望される方は可能な限り

出席してください。 

（ア）開催日時 

平成 30 年７月６日（金）午後２時から 

※参加希望者が多数の場合は、時間を分けて実施することがあります。 

（イ）集合場所 

県営鳴海住宅旧集会所前 

※駐車場はありません。 

ウ 現地説明会 

以下のとおり、現地説明会を開催します。 

なお、現地説明会への出席は応募の必須要件でありません。参加を希望する企業は以下の集合場

所にお集まりください。（事前の参加申込はありません。）

（ア）開催日時 

平成 30 年 10 月 23 日（火）午後２時から 

【削除】

（イ）集合場所 

県営鳴海住宅旧集会所前 

※駐車場はありません。 



（ウ）参加申込方法 

現地説明会への参加を希望する企業は、「＜様式２＞現地説明会参加申込書」に必要事項を

記入の上、電子メールにファイルを添付し、メール及び添付ファイルのタイトルを以下のと

おりとして申込んでください。参加者は１企業３名までとさせて頂きます。なお、電話での

受付は行いません。 

提出先 愛知県建設部建築局公営住宅課  

提出メールアドレス koeijutaku@pref.aichi.lg.jp

メール及び添付ファイルのタイトル 【鳴海ＰＦＩ】現地説明会参加申込（企業名）

提出期限 平成 30 年７月４日（水）午後５時（必着） 

（エ）説明会に関する問い合わせ先 

電話 052-954-6573（愛知県建設部建築局公営住宅課 計画・指導グループ） 

【削除】

（ウ）説明会に関する問い合わせ先 

電話 052-954-6573（愛知県建設部建築局公営住宅課 計画・指導グループ） 

7 6 3 (3) エ    

エ 参加書類の提出 

入札参加を希望する者は、参加書類を提出し、県の審査を受けることとします。 

（ア）提出期間 

平成 30 年７月 23 日（月）から平成 30 年７月 27 日（金）まで（必着） 

（イ）提出先 

愛知県建設部建築局公営住宅課 計画・指導グループ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号 460-8501） 

（ウ）提出方法 

持参又は郵送によります。なお、郵送による場合は、書留郵便としてください。また、持

参する場合の受付時間は、提出期間中の日の、正午から午後１時までを除く、午前９時から

午後５時までとします。 

（エ）提出書類 

＜様式３＞から＜様式 11＞     各１部 

エ 参加書類の提出 

入札参加を希望する者は、参加書類を提出し、県の審査を受けることとします。 

（ア）提出期間 

平成 30 年 10 月 15 日（月）から平成 30年 11 月 14 日（水）まで（必着） 

（イ）提出先 

愛知県建設部建築局公営住宅課 計画・指導グループ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号 460-8501） 

（ウ）提出方法 

持参又は郵送によります。なお、郵送による場合は、書留郵便としてください。また、持

参する場合の受付時間は、日曜日、土曜日及び休日を除く提出期間中の日の、正午から午後

１時までを除く、午前９時から午後５時までとします。 

（エ）提出書類 

＜様式２＞から＜様式 10＞     各１部 

8 9 3 (4) イ (イ) a (c) 
（ｃ）①参加者名簿に登録されている営業所が主たる営業所であり、かつ、当該営業所の所在地が

名古屋市内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 

（ｃ）①参加者名簿に登録されている営業所が主たる営業所であり、かつ、当該営業所の所在地が

尾張建設事務所管内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 

9 14 3 (6) エ (ア)   
（ア）実施時期 

平成 30 年 10 月９日～12日頃（予定） 

（ア）実施時期 

平成 31 年１月７日～９日頃（予定）

10 17 5 (4)

【追加】 （４）その他 

 落札者は落札者決定時から１週間以内に以下のものを県に提出してください。 

外観透視図（鳥瞰、事業用地

全体） 

・事業用地全体を見渡すものとしてください。 

外観透視図 

（目線） 

・建替住棟を中心に、目線レベルで作成してください。 

11 21 9 (2)

（２）県議会の議決 

この入札による契約は、ＰＦＩ法（平成 11 年法律第 117 号）第 12条の規定による愛知県議会（平

成 30 年 12 月定例議会予定）の議決を要するため、落札者は落札決定後速やかに仮契約を締結し、

愛知県議会の議決を経たうえ契約を確定します。

（２）県議会の議決 

この入札による契約は、ＰＦＩ法（平成 11 年法律第 117 号）第 12条の規定による愛知県議会（平

成 31 年２月定例議会予定）の議決を要するため、落札者は落札決定後速やかに仮契約を締結し、

愛知県議会の議決を経たうえ契約を確定します。



様式集

No
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)

1 1 2

２ 提出書類一覧 

（１）入札説明書等に関する質問の提出書類 

＜様式 １ ＞入札説明書等に関する質問書 .................................. Ａ４版－枚 

（２）現地説明会に関する提出書類 

＜様式 ２ ＞現地説明会参加申込書......................................... Ａ４版１枚 

（３）参加書類に関する提出書類 

＜様式 ３ ＞参加申込書 ................................................... Ａ４版１枚 

＜様式 ４ ＞入札参加資格審査申請書 ....................................... Ａ４版１枚 

＜様式 ５ ＞入札参加資格審査申請書添付書類の提出確認表 ................... Ａ４版１枚 

＜様式 ６ ＞応募グループの構成員一覧表 ................................... Ａ４版－枚 

＜様式 ７ ＞構成員の企業概要 ............................................ Ａ４版－枚 

＜様式 ８ ＞委任状 ....................................................... Ａ４版－枚 

＜様式 ９ ＞設計業務に当たる企業の資格要件に関する書類 ................... Ａ４版－枚 

＜様式１０＞建設業務（電気又は管）に当たる企業の資格要件に関する書類 ..... Ａ４版－枚 

＜様式１１＞工事監理業務に当たる企業の資格要件に関する書類 ............... Ａ４版－枚 

＜様式１２＞応募グループの構成員の変更申請書.............................. Ａ４版－枚 

（４）入札辞退に関する提出書類 

＜様式１３＞入札辞退届 ................................................... Ａ４版－枚 

（５）入札書等に関する提出書類 

＜様式１４＞入札書 ....................................................... Ａ４版１枚 

＜様式１５＞入札書額内訳書 ............................................... Ａ４版２枚 

（６）事業提案書等に関する提出書類 

（提出届等） 

＜様式１６＞事業提案書等提出届 ............................................ Ａ４版１枚 

＜様式１７＞事業提案書等の提出確認表 ...................................... Ａ４版２枚 

＜様式１８＞要求水準に関する確認書 ....................................... Ａ４版１枚 

（事業提案書） 

＜様式１９＞事業提案書（表紙） ............................................ Ａ４版１枚 

＜様式２０＞基礎的事項に関する確認書 ..................................... Ａ４版６枚 

＜様式２１＞基本方針・実施体制等（１）本事業に関する基本方針 ............... Ａ４版２枚

＜様式２２＞基本方針・実施体制等（２）事業実施体制 ......................... Ａ４版２枚

＜様式２３＞基本方針・実施体制等（３）事業の安定性・リスク管理 ........... Ａ４版２枚 

＜様式２４＞基本方針・実施体制等（４）地域経済等への貢献 ................. Ａ４版２枚 

＜様式２５＞県営住宅の整備（１）団地計画 ................................. Ａ４版４枚 

＜様式２６＞県営住宅の整備（２）住棟・住戸計画 ........................... Ａ４版４枚 

＜様式２７＞県営住宅の整備（３）維持管理への配慮 ......................... Ａ４版４枚 

＜様式２８＞工事中の環境対策・安全管理（１）施工計画 ..................... Ａ４版３枚 

＜様式２９＞工事中の環境対策・安全管理（２）工事中の環境対策 ............. Ａ４版３枚 

２ 提出書類一覧 

（１）入札説明書等に関する質問の提出書類 

＜様式 １ ＞入札説明書等に関する質問書 ................................... Ａ４版－枚 

【削除】

（２）参加書類に関する提出書類 

＜様式 ２ ＞参加申込書 ................................................... Ａ４版１枚 

＜様式 ３ ＞入札参加資格審査申請書 ....................................... Ａ４版１枚 

＜様式 ４ ＞入札参加資格審査申請書添付書類の提出確認表 ................... Ａ４版１枚 

＜様式 ５ ＞応募グループの構成員一覧表 ................................... Ａ４版－枚 

＜様式 ６ ＞構成員の企業概要 ............................................ Ａ４版－枚 

＜様式 ７ ＞委任状 ....................................................... Ａ４版－枚 

＜様式 ８ ＞設計業務に当たる企業の資格要件に関する書類 ................... Ａ４版－枚 

＜様式 ９ ＞建設業務（電気又は管）に当たる企業の資格要件に関する書類 ...... Ａ４版－枚 

＜様式１０＞工事監理業務に当たる企業の資格要件に関する書類 ............... Ａ４版－枚 

＜様式１１＞応募グループの構成員の変更申請書.............................. Ａ４版－枚 

（３）入札辞退に関する提出書類 

＜様式１２＞入札辞退届 ................................................... Ａ４版－枚 

（４）入札書等に関する提出書類 

＜様式１３＞入札書 ....................................................... Ａ４版１枚 

＜様式１４＞入札金額内訳書 ............................................... Ａ４版２枚 

（５）事業提案書等に関する提出書類 

（提出届等） 

＜様式１５＞事業提案書等提出届 ............................................ Ａ４版１枚 

＜様式１６＞事業提案書等の提出確認表 ...................................... Ａ４版２枚 

＜様式１７＞要求水準に関する確認書 ....................................... Ａ４版１枚 

（事業提案書） 

＜様式１８＞事業提案書（表紙） ............................................ Ａ４版１枚 

＜様式１９＞基礎的事項に関する確認書 ..................................... Ａ４版６枚 

＜様式２０＞基本方針・実施体制等（１）本事業に関する基本方針 .............. Ａ４版２枚 

＜様式２１＞基本方針・実施体制等（２）事業実施体制 ........................ Ａ４版２枚 

＜様式２２＞基本方針・実施体制等（３）事業の安定性・リスク管理 ........... Ａ４版２枚 

＜様式２３＞基本方針・実施体制等（４）地域経済等への貢献 ................. Ａ４版２枚 

＜様式２４＞県営住宅の整備（１）団地計画 ................................. Ａ４版４枚 

＜様式２５＞県営住宅の整備（２）住棟・住戸計画 ........................... Ａ４版４枚 

＜様式２６＞県営住宅の整備（３）維持管理への配慮 ......................... Ａ４版４枚 

＜様式２７＞工事中の環境対策・安全管理（１）施工計画 ..................... Ａ４版３枚 

＜様式２８＞工事中の環境対策・安全管理（２）工事中の環境対策 ............. Ａ４版３枚 



＜様式３０＞工事中の環境対策・安全管理（３）安全管理...................... Ａ４版３枚 

（事業提案書：図面集） 

＜様式３１＞事業提案書に関する提案書類（図面集）（表紙） .................. Ａ４版１枚 

＜様式３２＞設計図一覧 ................................................... Ａ４版１枚 

＜様式３２－１＞コンセプト図 ............................................. Ａ３版１枚 

＜様式３２－２＞全体配置図 ............................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－３＞排水系統図 ............................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－４＞工事計画図 ............................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－５＞外観透視図（鳥瞰、事業用地全体）.......................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－６＞外観透視図（目線）........................................ Ａ３版１枚 

＜様式３２－７＞建替住棟基準階平面図 ..................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－８＞日影図 ................................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－９＞建替住棟断面図 ........................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－１０＞構造計画図 ............................................. Ａ３版１枚 

＜様式３２－１１＞建替住棟立面図 ......................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－１２＞建替住棟住戸タイプ別平面図 ............................. Ａ３版２枚 

＜様式３２－１３＞建替住棟仕上表 ......................................... Ａ３版１枚 

＜様式３２－１４＞将来用途変更可能空間平面図 ............................. Ａ３版１枚 

＜様式３２－１５＞戸数変更後住戸プラン平面図 ............................. Ａ３版１枚 

＜様式３２－１６＞戸数変更後住棟平面図 ................................... Ａ３版１枚 

（企業の技術力等に関する書類） 

＜様式３３＞企業の技術力等に関する書類（表紙）............................ Ａ４版１枚 

＜様式３４＞企業の技術力に関する書類（設計業務に当たる企業の設計実績等）.. Ａ４版－枚 

＜様式３５＞企業の技術力に関する書類（建設業務に当たる企業の施工実績等）... Ａ４版－枚 

＜様式３６＞企業の技術力に関する書類（工事監理業務に当たる企業の工事監理実績等）. Ａ

４版－枚 

＜様式３７＞配置予定の技術者の能力に関する書類（設計業務に当たる企業の配置予定の管理技術

者の設計実績等）                         ......... Ａ４版－枚 

＜様式３８＞配置予定の技術者の能力に関する書類（建設業務に当たる企業の配置予定の監理技術

者の施工実績等）                         ......... Ａ４版－枚 

＜様式３９＞配置予定の技術者の能力に関する書類（工事監理業務に当たる企業の配置予定の管理

技術者の工事監理実績等）                     ......... Ａ４版－枚 

＜様式２９＞工事中の環境対策・安全管理（３）安全管理...................... Ａ４版３枚 

（事業提案書：図面集） 

＜様式３０＞事業提案書に関する提案書類（図面集）（表紙） .................. Ａ４版１枚 

＜様式３１＞設計図一覧 ................................................... Ａ４版１枚 

＜様式３１－１＞コンセプト図 ............................................. Ａ３版１枚 

＜様式３１－２＞全体配置図 ............................................... Ａ３版１枚 

【削除】

＜様式３１－３＞工事計画図 ............................................... Ａ３版１枚 

【削除】 

【削除】 

＜様式３１－４＞建替住棟基準階平面図 ..................................... Ａ３版１枚 

＜様式３１－５＞日影図 ................................................... Ａ３版１枚 

＜様式３１－６＞建替住棟断面図 ........................................... Ａ３版１枚 

＜様式３１－７＞構造計画図 .............................................. Ａ３版１枚 

＜様式３１－８＞建替住棟立面図 ........................................... Ａ３版１枚 

＜様式３１－９＞建替住棟住戸タイプ別平面図 ............................... Ａ３版２枚 

＜様式３１－１０＞建替住棟仕上表 ......................................... Ａ３版１枚 

＜様式３１－１１＞将来用途変更可能空間平面図 ............................. Ａ３版１枚 

【削除】 

【削除】 

（企業の技術力等に関する書類） 

＜様式３２＞企業の技術力等に関する書類（表紙）............................ Ａ４版１枚 

＜様式３３＞企業の技術力に関する書類（設計業務に当たる企業の設計実績等）.. Ａ４版－枚 

＜様式３４＞企業の技術力に関する書類（建設業務に当たる企業の施工実績等）... Ａ４版－枚 

＜様式３５＞企業の技術力に関する書類（工事監理業務に当たる企業の工事監理実績等）. Ａ

４版－枚 

＜様式３６＞配置予定の技術者の能力に関する書類（設計業務に当たる企業の配置予定の管理技術

者の設計実績等）                          ......... Ａ４版－枚

＜様式３７＞配置予定の技術者の能力に関する書類（建設業務に当たる企業の配置予定の監理技術

者の施工実績等）                          ......... Ａ４版－枚

＜様式３８＞配置予定の技術者の能力に関する書類（工事監理業務に当たる企業の配置予定の管理

技術者の工事監理実績等）                      ......... Ａ４版－枚

2 〈様式 14-1〉入札金額内訳書 

【留意事項等】 

 １ 金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入してください。 

 ２ 行が不足する場合は、適宜追加してください。  

【追加】

【留意事項等】 

 １ 金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入してください。 

 ２ 行が不足する場合は、適宜追加してください。  

３ 提案により事業用地内の残置杭を引き抜く場合、このことに係る費用は計上しないでくださ

い。 

3 〈様式 19〉基礎的事項に関する確認書 

（（２）施設規模＿建替住棟） 

【住戸数及び住戸構成】 

・建替住棟の戸数：120 戸 

 2DK：101 戸又は 102 戸 

【住戸数及び住戸構成】 

・建替住棟の戸数：120 戸 

 2DK：101 戸から 104 戸



 3DK：18 戸又は 19戸 

・住戸専用面積（PS・MB の面積は含まない） 

 2DK：52 ㎡ 

 3DK：64 ㎡ 

 4DK 又は 3LDK：75 ㎡ 

 ※住戸専用面積は上記面積の 5％以内の増加は認める。 

 3DK：16 戸から 19 戸 

・住戸専用面積（PS・MB の面積は含まない） 

 2DK：52 ㎡ 

 3DK：64 ㎡ 

 4DK 又は 3LDK：75 ㎡ 

 ※住戸専用面積は上記面積の 5％以内の増減は認める。 

4 〈様式 25-枝番〉県営住宅の整備 

【留意事項等】 

 １ Ａ４版４枚以内に、具体的に記載してください。 

【留意事項等】 

 １ Ａ４版４枚以内に、具体的に記載してください。ただし、入居者構成や将来的な生活様式の

変化への対応については、Ａ４版４枚以内とは別にＡ３版２枚以内で図面等を添付することは

可とする。

要求水準書

No
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)

1 9 4 (2) ア (ア)   

（ア）住戸数及び住戸構成 

・建替住棟の戸数は 120 戸とすること。また、住戸タイプごとの住戸専用面積及び住戸数は次表に

よる。 

住戸タイプ 住戸専用面積 整備戸数 

2DK 52 ㎡ 101 戸又は 102 戸 

3DK 64 ㎡ 18 戸又は 19戸 

4DK 又は 3LDK 75 ㎡ － 

合計  120 戸＿＿ 

・２ＤＫ及び３ＤＫの具体的な住戸数は上記の範囲で特定事業者の提案による。なお、２ＤＫと３

ＤＫの合計戸数は 120 戸とすること。 

・住戸専用面積には、バルコニー部分及び廊下に面するパイプスペース、メーターボックスの面積

は含まない。 

・住戸専用面積は上記面積の５％以内の増加を認める。 

（ア）住戸数及び住戸構成 

・建替住棟の戸数は 120 戸とすること。また、住戸タイプごとの住戸専用面積及び住戸数は次表に

よる。 

住戸タイプ 住戸専用面積 整備戸数 

2DK 52 ㎡ 101 戸から 104 戸

3DK 64 ㎡ 16 戸から 19 戸 

4DK 又は 3LDK 75 ㎡ － 

合計  120 戸＿＿ 

・２ＤＫ及び３ＤＫの具体的な住戸数は上記の範囲で特定事業者の提案による。なお、２ＤＫと３

ＤＫの合計戸数は 120 戸とすること。 

・住戸専用面積には、バルコニー部分及び廊下に面するパイプスペース、メーターボックスの面積

は含まない。 

・住戸専用面積は上記面積の５％以内の増減を認める。 

2 10 4 (2) ア (ウ)   

（ウ）居住環境 

・防災性、防犯性の向上や通風・採光・プライバシーの確保等に配慮すること。 

・住棟にはバルコニーを設けること。 

（ウ）居住環境 

・防災性、防犯性の向上や通風・採光・プライバシーの確保等に配慮すること。 

・住棟にはバルコニーを設けること。（バルコニーの出は、1,500（±300）とすること。）

3 13 4 (5) ウ    

ウ 解体撤去工事の施工 

（略） 

【追加】

ウ 解体撤去工事の施工 

（略） 

既存住棟等の杭に関しては、全数残置を認める。残置した杭の位置及び天端レベルを図示し、県

に引き渡すこと。

3 13 4 (5) オ    

【追加】 オ 既存杭の撤去費用 

 既存住棟等の解体撤去後の残置杭は、建替住棟等の整備に障害となることが判明した場合は、そ

の撤去範囲について、県に提案し確認を得るものとする。県が確認した当該残置杭の撤去処分に起

因して発生した追加の費用のうち、県は合理的な費用を負担するものとする。この際、特定事業者

は当該追加費用の内訳及びこれを証する書類を添えて県に請求するものとする。

4 15 4 (7) （７）建替住棟等の建設に関する工事監理 （７）建替住棟等の建設に関する工事監理 



 （略） 

 工事監理者は、工事期間中は専任とすること。（ただし、解体撤去工事期間中は重点監理）。工事

監理者は、平成 21 年１月７日付け国土交通省告示第 15号を遵守し、建替住棟等の整備業務が設計

図書及び本要求水準書等に基づき、適切に行われていることを確認すること。また、特定事業契約

書、設計図書等の内容について熟知し、かつ工事現場及び現場周辺の状況に精通し、工事が円滑か

つ適正に施工されるように監督すること。 

 （略） 

 工事監理者は、工事期間中は専任とすること。（重点監理。）工事監理者は、平成 21 年１月７日

付け国土交通省告示第 15 号を遵守し、建替住棟等の整備業務が設計図書及び本要求水準書等に基

づき、適切に行われていることを確認すること。また、特定事業契約書、設計図書等の内容につい

て熟知し、かつ工事現場及び現場周辺の状況に精通し、工事が円滑かつ適正に施工されるように監

督すること。

要求水準書＿【別紙２】県営住宅設計基準

No
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)

1 15 Ⅱ｡建築編_第１章 一般共通事項_４｡構造設計

(１) 住棟の基本構造 

◎ 主要な構造部はコンクリート系構造とする。ただし、構造上重要でない壁に限り、コンクリー

ト系構造以外の構造も認める。 

● 階高は最上階を除き 2.8ｍを標準とする。 

● １階の床高は原則 Ｚ0＝GL＋400 とする。 

● バルコニーの出は、Ｙ1通りから原則 1,500 とする。 

(１) 住棟の基本構造 

◎ 主要な構造部はコンクリート系構造とする。ただし、構造上重要でない壁に限り、コンクリー

ト系構造以外の構造も認める。 

● 階高は最上階を除き 2.8ｍを標準とする。 

● １階の床高は原則 Ｚ0＝GL＋400 とする。 

○ バルコニーの出は、Ｙ1通りから原則 1,500 とする。【※白丸に変更】

2 Ⅵ｡標準仕様_１頁 

②玄関ホール 

室名等 
仕上げ 

床 

（略） 
玄関 ◎ 防水処理の上、県内産タ

イル（100 角） 

ホール （略） 

②玄関ホール 

室名等 
仕上げ 

床 

（略） 

玄関 ○ 防水処理の上、県内産タ

イル（100 角） 

【※白丸に変更】

ホール （略） 

落札者決定基準

No
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)

1 3 4 (1) ウ    

ウ 基礎的事項の確認 

事業提案書に記載された内容が、県の要求する水準及び性能に適合していることを「要求水準書」

及び＜様式２０＞「基礎的事項に関する確認書」に基づき確認します。事業提案書の内容に県の要

求する水準及び性能を明らかに満たさない事項がある場合には失格とすることがあります。 

ウ 基礎的事項の確認 

事業提案書に記載された内容が、県の要求する水準及び性能に適合していることを「要求水準書」

及び＜様式１９＞「基礎的事項に関する確認書」に基づき確認します。事業提案書の内容に県の要

求する水準及び性能を明らかに満たさない事項がある場合には失格とすることがあります。 

2 表４_様式欄 様式２１～３０ 様式２０～２９


